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本稿は，前稿 （「農業政策と農業生涯学習－ 1 ：徳島県における農業生涯学習のプログラム開発







施策の一つである。企業等の農業参入は，現状（平成20 年 9 月 1 日現在）では， 15 市町村， 320 法





政策目標 現 状 目 標
農業参入法人数 320 （平成20 年9月） 50 （平成2 年度）
認定農業者 約24 万（平成19 年） 3-37 万（平成27 年）
集落営農 約 l万 3 千（向上） 2-4 万（向上）
担い手への農地利用集積 約 4 割（平成17 年） 7-8 割程度（向上）
食料自給率（カロリーベース） 40% （平成18 年） 45% （平成25 年）









WTO 交渉や FTA /EPA 交渉における日本企業（基幹産業）の優位化をにらんだ戦略があるべ
ところで，農水省は，平成21 年 2 月24 日，衆参両院に「農地法の一部を改正する法律案」を提出





























































に，近々 4 年の聞に4.5 倍に急増している D 平成2 年度に50 法人という目標を達成する確率は，こ
の趨勢からして，極めて高いと思われる。
農業生産法人以外の参入法人数（農業生産法人への移行を含む）
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図 1 農業生産法人以外の法人（株式会社含む）の参入数

































































































特定法人にかかる要件は， a. 「協定」に従って，耕作または養畜の事業を行うこと， b. 農業
委員会の許可があること（農地貸借権の設定） ' C .業務執行役員のうち l名以上が，法人の行う
64 贋渡修




平成20 年 9 月現在，「基本構想、」を策定した市町村数は， 1,704 となっている 18 ）。参入法人数320
のうち，株式会社が170 (53% ），特例有限会社が85 (27%), NPO 法人等が65 (20% ）である。ま
た，業種別では，前述の通り，建設業が104 (3% ），食品会社が65 (21% ），その他が14 (46%) 
で，農業生産法人に移行した法人が7法人となっている。営農類型別の法人数は，米麦等56 (18%), 
野菜124 (39% ），果樹50 (16% ），畜産5 (2% ），花井・花木11 (3% ），工芸作物11 (3% ），複合63
(20% ）である。
なお，本事業により貸付が行われている農地面積は， 950.1 ha であり，その内遊休農地が287.2
ha (30% ），遊休化する恐れのある農地が237.2 ha (25 % ）となっている。農地面積は， 2 年前の



















農業政策と農業生涯学習－ 2 ：株式会社の農業参入をめぐって 65 
して， a. 株式会社の農業参入， b. 市民農園の貸付， C. 農家民宿による濁酒製造， d. 農家民
宿での消防設備，を事業内容とし，計5事業体が参入した。
この内，地場企業である頚城建設は山間部の農地 5 ha を貸借し，水稲1.7 ha を中心に，イワナ・
タニシの養殖や山菜の生産に従事している。米は有機栽培で，将来的には水稲で10 ha まで拡大す
る計画であり，ハウス栽培を開始すると共に， ］AS 認証取得を目標としている。




































いる。また，約120 の提携農家から調達した農産物の卸業務を行っている。総売り上げは約 9 億円





機野菜消費の 4 分の l を占めている。ワタミフード以外の外販比率については，現在は20% である



















農業政策と農業生涯学習－ 2 ：株式会社の農業参入をめ ぐって
大企業型















































株式会社パソナの前身は， 1976 年 2 月16 日，大阪市北区に創業した，人材派遣事業を主業務とす
る株式会社テンポラリーセンターである。この年の1 月には早くも 東京事務所を開設している。
その後，全国各地にエリアフランチャイズとしての業務拡張を行い， 193 年 6 月，商号をパソナに
変更し， 207 年12 月3 日，純粋持株会社株式会社パソナグループを設立している 2 ）。
201 年12 月には，大商ナスダックジャパン市場（現ヘラクレス）に上場し， 203 年10 月，東商第
一部に上場している。東京と大阪に本社を置く。グループ会社は， 208 年 5 月31 日現在， 47 社（連
結子会社42 社，持分法適用関連会社 5桂）あり，その内海外には12 社を置いている。資本金50 億円，
売上高（連結） 2,369 億円，従業員数（連結）は3,647 名，平均臨時雇用者数1,35 名，計4,982 名である。

























ぞれ10 名程度で構成され， 1 - 2週間ごとに会議を開催し，執行役員クラスの「大臣」と議論し，
政策がまとまれば，政府 （内閣府）に提言をする。207 年 2 月の発足以降， 5 の要望（提言）を








さて，パソナの農業参入は， 203 年，秋田県における農業研修「農業インターンシップ203 」に
始まる D これは，就農を希望する若年層や社会人を対象にした農業研修である。
205 年には，東京大手町にある本社ピルの地下 2 階に就農支援施設「PASONA 02 」を開設した。
人口光・水耕栽培といったハイテク農業施設である。都市空間の中で，農業の新しいスタイルを公





















こうした各種の取り組みを経て 208 年10 月より 農業ベンチャー支援制度「パソナチャレンジ









































＠就農適性判断 〉 、〉 ~＠独立のイメージ化 庄司
~ 空事E 空事E在予E El El ＠基本給＋農業奨励手当支給
｜パソナグループ｜＠基本給＋販売実績に応じた
成果報酬 ｜自治体・地域のネットワーク｜







農業生産法人以外の法人 （株式会社 ・NPO 法人等）が，リース方式により農地を貸借できる制
度，これが特定法人貸付制度である。パソナは，この制度を活用することによって農業参入を果た
した。改めて特定法人となるための主たる要件を挙げるならば， a. 参入する市町村との協定の締
結， b. 農業委員会の許可（農地貸借権の設定）， C. 耕作等に常時従事する業務執行役員が l名
以上いること，の 3 点である。
特定法人のメリ ットについて，「計画」は，各種交付金等による資金援助 （後述）の他に， a.
認定農業者となることによって種々の公的支援が受けられる， b. 会社形態を変える必要がない，






ちなみに，兵庫県における農業参入の法人数は，現時点（執筆時。平成21 年3 月末日現在）で 8
であるが，参入区域の設定を終えた自治体は，神戸市，丹波市，多可町に加えて，淡路市の 4 市町
となっている 29 ）。































「205 年農業センサスJ では，約520 ha であり，中山間地域に多い。とりわけ北淡路地区（旧東浦









淡路市における「要活用農地」は， 54.6 ha ある。
パソナチャレンジファームが展開するのは，北淡路地区のうち，旧北淡丘陵地である。この地
区における遊休農地の面積は68.6ha ，遊休農地になるおそれのある面積は9.4 ha ，計78.0 ha であ
り，三地区のうち最も多い。「要活用農地」は この内 31.3 ha と見込まれている。
なお，淡路市は， a. 農地保有合理化事業， b. 特定法人貸し付け事業， C. 担い手農地情報活


































3分の l を農水省から， 3分の 2 を県・自治体の補助金並びに融資で賄う計画である。交付金で
購入した設備等は， 7年間は売却できないため，親会社であるパソナが所有し 経営をチャレンジ
ファームに委託する。独立後（ 4 年目以降）は，パソナが購入した設備等を使用させつつ，経営・












































ところで，彼らは「農援隊員J と称されている D 位置づけは，パソナグループにおける 3 年間
の契約社員であり，年齢は， 25 歳から40 歳まで，平均は32 歳である （平成20 年12 月のインタビュー
時）。男性が 5名，女性が 2 名，計 7名から構成されている。全国から 10 名の応募があり，書類選
考と 2 田の面接を経て採用された D
表 3 農援隊員（ A-G ）のプロフィール
A B C D E F G 
奈良県 洲本市
宝塚市











































農業政策と農業生涯学習－ 2 ：株式会社の農業参入をめぐって 7 
隊員の出身は，北海道から徳島県まで散らばっているが，関西が3名，四国が2名である。職歴





























1 ）「平成21 年度予算概算決定の概要（企業参入支援総合対策）」農林水産省，平成 2 年12 月，よれ





効利用の促進～」（社）日本経済団体連合会農政問題委員会， 209 年2 月13 日。「農業の将来を
切り開く構造改革の加速－イノベーションによる産業化への道一」社団法人経済同友会， 204
年3 月 8 目。「『EPA 交渉の加速 農業改革の強化j （第一次報告）」経済財政諮問会議グロー





体制の概要と WTO ドーハ・ラウンド農業交渉J 『レファレンスJ 国立国会図書館，平成18 年
11 月。鈴木宣弘『現代の食料・農業問題～誤解から打開へ～J創森社， 208 年12 月4 目。
5）財界や農民団体等の動向に対応して，農水省は，極端な自由化路線とは一線を画しつつも，「21
世紀新農政208 ～食糧事情の変化に対応した食料の安定供給体制の確立に向けて～」食料・
農業・農村政策推進本部，平成20 年5 月 7 日，に凝縮される政策を打ち出してきた。その一応
の集大成が「農地改革プラン」農水省，平成20 年12 月 3 日，であり，今回の農地法改正法案へ
とつながっている。
6 ）拙稿「農業政策と農業生涯学習－ 1 ：徳島県における農業生涯学習のプログラム開発と社会連
携－市民ファーマー育成講座を中心事例として－」『徳島大学大学開放実践センタ一紀要J 第






原理主至上主義批判J 岩波書店， 197 年 7 月。「共生」をキーワードとした内橋の著作は多い
が，二三リストアップしておこう。内橋『共生の大地 新しい経済が始まるJ 岩波書店， 195
年3 月。同『＜節度の経済学＞の時代階層化社会に抗してJ朝日新聞社， 206 年 5 月30 日。同『も
う一つの日本は可能だJ 文義春秋 206 年12 月10 日。食糧危機をテーマした反グローバリズ
ムからの著作としては，スーザン・ジョージ（小南・谷口訳）『なぜ世界の半分が飢えるのかJ
朝日新聞社， 1984 年6 月20 日が，世界経済の構造的矛盾を見事に描出している。出版日時はや
や古いが，あたかも今日的構造の矛盾に満ちた現実を活写している感がある。世界は，この間，
全く変化しなかったことの表れであろう。
農業政策と農業生涯学習－ 2 ：株式会社の農業参入をめぐって 79 
8）全国から 10 名の応募があり，そのうち 7名の契約社員が誕生した。詳細は後述。
9）川上・川中・川下というターミノロジーで，食料の生産・流通＝販売，消費のプロセスを一連
のシステムとして捉える方法は，前稿でも取り上げた文献，高橋正郎（編）「食料経済 フー







育J 大学教育出版， 208 年 6 月30 日，が出たが，著者が高校教員であるために，関心が専ら専
門高校教育にあり，視点としてはまだ狭いと言わざるを得ない。
12 ）農地法に関する制度的変遷については，後述する高木の著作（注 14 ）参照）に加えて，島本
富夫 『日本の農地所有と制度の歴史j 全国農業会議所，平成15 年 5 月，が有益である。特に，
太古以来の土地制度の変遷に関する年表（巻末資料）は貴重である。
13 ）企業による農業参入というイ ッシュー自体は 構造改革特区がスタートしてから始まったの
ではなく，古くは戦前からあったとする見方もある。神門善久『日本の食と農 危機の本質.L








うに思う。なお，戦後における農業関連法の変遷を整理した巻末年表は，前掲島本 （注 12 ))
と併せて参照に値する。「新政策」に関しては 同書 12-5 頁を参照。
15 ）調査会に関する記述についても，高木のコラム （「株式会社による農地の権利取得問題の経緯
と今後」 12-5 頁）から整理抽出した。
16 ）高木前掲書， 123-4 頁。
17 ）向上， 19-20 頁。




融J, 204 年12 月。なお，農地問題に関する論考として，次を参照。安藤光義「農地問題の現
局面と今後の焦点ー耕作放棄問題の枠組みとその対策」『農林金融j 207 年10 月。内田多喜生
「農地の所有構造の変化土地持ち非農家の動向」『農林金融』 207 年10 月。渡辺・田口「大都市
圏の農地動向についてJ r農林金融j 207 年10 月。最近の記事としては，室屋有宏「農業にお












の構図新基本計画批判J 筑波書房， 205 年7 月25 日， 120 頁。財界の思惑は，田代の指摘する
通りであろう。田代は，農政・財界・学会等の主な思潮を各個撃破する気塊に満ちていて痛快
であるが，次のものも参照されたい。同『農政「改革」の構図j 筑波書房， 203 年8 月8 日。
20 ）室屋（向上）， 5 一746 頁。
21 ）向上， 57-747 頁。
2 ）パソナグループの HP より。 htp:/ /w.pasongruc 必／company/history.html
23) TOB 会社情報よれ
24 ）パソナグループ HP より D htp:/ /w.pasongrup.eoj/ comapny /philosphy.tml 
25 ）パソナグループ HP より。 htp:/ /w.pasongrup.eoj/ shadowcbinet/ 
26 ）ノTソナグループ HP より。 htp:/ /w.pasongroup.eojp/ shadowcabinet/introduce/ a_farm.html 
27 ）「パソナチャレンジファーム事業計画（内部資料）J パソナグループ事業開発部農業プロジ、エク
トチーム。本資料は， A 4/10 頁からなる内部資料である。 208 年12 月のインタピュ一時に頂
戴した。パソナの知恵と農業にかける意気込みが詰まった資料である D
28 ）同上， 4 頁。
29 ）農水省 HP （農地問題サイト）より。 htp:/ /ww.ma 妊.go.j p/ soshiki/keiei/ nouchi/ shiensai to/ 
hyog.tm 
30 ）「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」兵庫県淡路市，平成18 年 8 月。本資料は，
A 4/32 頁からなる資料であり，農業経営基盤強化促進法に定められた市町村が策定するべき
農業政策と農業生涯学習－ 2 ：株式会社の農業参入をめぐって 81 
「基本構想」である D
31 ）向上， 24 頁。現在，淡路市で農業参入している企業・団体はパソナ以外で各1である。平成15
年より特区参入として， NPO 法人ツーバイ EMO エコ淡路が，法改正後平成20 年より（株）




32 ）向上， 24 頁。なお，標準小作料については，インタビューによれば，畑10 a当たり 4,00 円，
水田10 a当たり 10,00 円となっている。格安というには，鷹踏されるほどの安さである。
3 ）パソナの計画では，初年度，畑2a の借用なので，農地にかかる費用は全く論外である。 2 年
目の209 年度には， 4a に拡張すると言うが，それでもタダ同然である。




相田修・松田藤四郎編『農学・農業教育・農業普及J （『戦後日本の食料・農業・農村j 第10 巻），
農林統計協会， 203 年11 月。
赤司・田中・浜田『農民教育史J （梅根悟監修『世界教育史大系J 35 ），講談社，昭和52 年 1月。
安藤光義「農地問題の現局面と今後の焦点一耕作放棄地問題の枠組みとその対策J r農林金融j 第
60 巻第10 号（207 年10 月） , 2-1 頁。
「EPA 交渉の加速，農業改革の強化 グローパル化改革専門調査会 EPA ・農業ワーキンググルー
プ第一次報告書」経済財政諮問会議，平成19 年5 月。
「EPA ・農業ワーキンググループへの回答について」農林水産省，平成19 年10 月。
内田多喜生「農地の所有構造の変化と土地持ち非農家の動向」 f農林金融j 第60 巻第10 号（207 年
10 月）, 12 一24 頁。
内橋克人『経済学は誰のためにあるのか 市場原理至上主義批判j 岩波書店， 197 年 7月。
内橋克人『共生の大地新しい経済が始まるj 岩波書店， 195 年3 月。
内橋克人『＜節度の経済学＞の時代 市場競争至上主義を超えてj 朝日新聞社， 203 年12 月。
内橋克人『もう一つの日本は可能だj 文芸春秋， 206 年12 月。
内橋克人・城山三郎『「人間復興」の経済を目指してj 朝日新聞社， 204 年10 月。
大塚勝夫『農的に生きる時代j 家の光協会，平成 9年 2 月。
片山清一『近代日本の農業教育j 高陵社書店，昭和63 年10 月。
『耕作放棄地対策についてj 農林水産省農林振興局，平成20 年 1月。
82 贋 渡 修
神門善久『日本の食と農危機の本質J NTT 出版社， 206 年6 月。
佐々木高明『照葉樹林文化とは何か 東アジアの森が生み出した文明j 中央公論社， 207 年11 月。
佐々木正剛『生涯学習社会と農業教育j 大学教育出版， 208 年6月。
島野・佐藤『生きる力を育む食と農の教育j 家の光協会， 206 年 1月。
島本富夫『日本の農地 所有と制度の略史j 全国農業会議所，平成15 年 5月。
清水徹朗「日本の農地制度と農地政策ーその形成過程と改革の方向一」『農林金融J 第60 巻第 7号
(207 年 7月）。
生源寺異ー『農業再建一真価関われる日本の農政j 岩波書店， 208 年 1月
スーザン・ジョージ（小南・谷口訳）『なぜ世界の半分が飢えるのか食糧危機の構造j 朝日新聞社，
1984 年 6 月。
鈴木宣弘『現代の食料・農業問題～誤解から打開へ～j 創森社， 208 年12 月。
高木賢・松原明紀『食料・農業・農村法入門j 全国農業会議所，平成19 年3 月。
高木賢『農地制度一何が問題なのかJ 大成出版社， 208 年4 月。
高橋正郎（編）『食料経済フードシステムからみた食料問題j 理工学社， 206 年4 月。
財部誠一 f農業が日本を救う j PHP 研究所， 208 年12 月。
高山昭夫（碓井正久監修） r日本農業教育史j 農山漁村文化協会， 1981 年 5月。
田島重雄『世界の農業教育J 筑波書房，昭和60 年7 月。
田代洋一『新版農業問題入門J 大月書店， 203 年2 月。
田代洋一 f「戦後農政の総決算」の構図 新基本計画批判j 筑波書房， 205 年 7月。
田代洋一『農政「改革」の構図j 筑波書房， 203 年8 月。








会， 204 年12 月2 日。
「農業の将来を切り開く構造改革の加速一イノベーションによる産業化への道－J社団法人経済同友
会， 204 年3 月8 日。
「農地政策の見直しについて」農林水産省，平成19 年9 月。
「農地制度改革に関する見解～食料供給力の強化に向けた農地の確保と有効利用の促進～」（社）日
本経済団体連合会農政問題委員会， 209 年2月13 日。
農業政策と農業生涯学習－ 2 ：株式会社の農業参入をめ ぐって 83 
「農地改革プラン」農林水産省，平成20 年12 月3 日。
「農地法の一部を改正する法律案 （閣第三二号）」第百七十一回（常会），平成21 年 2 月24 日（衆参
両院受理）。
農林水産省 『平成20 年版 食料・農業・農村白書のポイント～地域経済を担う，魅力ある産業を目
指して～J （社）時事画報社， 208 年 5月。
「ノfソナチャレンジファーム事業計画（内部文書）」パソナグループ事業開発部農業プロジ、エクトチー
ム。








室屋有宏「農業における 2 つの連携一大手企業と地域の方向－」 『農中総研調査と情報j 第1 号，
209 年3 月。
渡部信智・田口さっき「大都市圏の農地動向についてJ 『農林金融J 第60 巻第10 号， 207 年10 月。
（注：前稿以降に参照した文献を中心にリストア ップしたロ）
参考 URL
農水省 htp: / /w.mafgo.jp / 
厚労省 htp:/ /w.mhlgojp / 
経済財政諮問会議 htp: / w.keiza-shimon.gojp / 
日本経団連 htp: / /w.keidanre.ojp / 
経済同友会 htp: / /w.doyukai.orjp / 
]A 全中 htp: //w.zenchu-ja .orjp / 
全国農業会議所 htp:/ /w.ncaor.jp/ 
農民運動全国連合会 htp: / web.kamognjp / 
パソナグループ htp: / w.pasongru.ejp / 
84 
Abstract 
The theme of the agricultural participations by the private corporations is one of the most urgent issues 
on the agriculture and the agricultural policy in Japan, because its success or failure drastically affects the 
contemporary problems of the foods, the agriculture and the farm villages in Japan. Here in Japan, the issues 
such as the lack of NINAITE (able farmers), the low JIKYU_RITSU (the ratio of self sustained food supply), 
the increasing KOSAKU_HOKICHI (the waste farmland across the country) and KOKUSAI_KYOSO (the 
global competition in the field of agriculture (ex. WTO & FTA/EPA negotiations) have brought the nation 
itself to crisis for recent 3 decades. 
This paper, in the former part, describes the current situations of the agricultural participations by the 
private corporations in Japan, such as its history, the institutional systems and the existing cases. And it 
argues several controversial issues and refers to the situations to be. In the latter part, it introduces the Pasona 
Challenge Farm in Awaji as a typical case of the agricultural participations by the private corporations and 
points out a few problems, especially the management plan and the human development strategy inside the 
Pasona Group. Further it refers to its direction hereafter. The Pasona Challenge Farm in Awaji has only 
started in October, 2008. Therefore the Pasona case is one of the indefinite projects at the present, but it 
contains lots of possibilities, positive or negative. So from now on we have to watch and inspect this case 
very carefully. 
